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「足立区福祉サービス事業所職員家賃支援事業」 

に関するアンケート 集計結果 

 

福祉部 高齢者施策推進室 医療介護連携課 

 

◇調査の概要 

  １ 調査目的 

足立区福祉サービス事業所職員家賃支援事業(以下「家賃支援事業」という)の① 

ニーズ及び②利用の阻害要因、③事業の満足度・効果等を把握し、令和 8年度に向 

けて家賃支援事業の改善検討を行う。 

   

２ 調査対象・期間・方法 

 

   

 

 

３ 回収状況 

調査対象 回収数（提出法人／全法人） 回収率 

足立区内に介護サービス
事業所を持つ法人 

133/417 31.89％ 

足立区内に障がいサービ
ス事業所を持つ法人 

87/185 47.03％ 

計 220/602 36.54％ 

 

  ４ 調査結果の表示方法 

  （１）回答は各質問の人数や事業所数(n)を基礎とした百分率で示している。 

  （２）小数点第 3位を四捨五入しているため、合計が 100.0%にならない場 

合もある。 

  （３）複数回答の場合、回答者が全体に対してどれくらいの比率であるかを示すた 

め、合計が 100.0%を超える場合がある。 

  （４）「アンケート集計結果 １ 主な集計結果」の職員数は令和７年９月３０日時 

点の数、新規入職者及び離職者数については令和６年度の数である。 

 

 

 

 

調査対象 期間 方法 

足立区内に介護・障がいサ
ービス事業所を持つ法人 

令和 7年 11月 4日

から 11月 14日 

電子申請システム

を活用（法人単位） 

別添４ 
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◇アンケート集計結果 

  １ 主な集計結果 

（１）年代別別職員数 

  ア 年代別職員数の割合をみると、介護・障がいサービス事業所ともに最も高い 

のは 50歳代(介護 27.46% 障がい 23.76%)であり、次いで 40歳代(介護 21.22%  

障がい 20.94%)である。 

  イ 介護サービス事業所の 30歳代の職員数をみると、上の世代である 40歳代か 

ら 60歳代に比べて低くなっている(14.80%)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新規入職者・離職者数及びその差分 

     介護サービス事業所、障がい福祉サービス等事業所とも離職者が多く、増職員 

数は介護サービス事業所 55名、障がいサービス事業所 64名にとどまる。 
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介護サービス事業所 

 

10歳代

0.56%
20歳代

11.52% 30歳から

34歳

7.70%

35歳から

39歳

7.10%
40歳代

21.22%
50歳代

27.46%

60歳代

17.63%

70歳以上

6.81%

障がいサービス事業所 

 

10歳代

0.64%

20歳代

19.46%

30歳から

34歳

10.08%

35歳から

39歳

10.40%

40歳代

20.94%

50歳代

23.76%

60歳代

10.08%

70歳以上

4.62%

n＝3012 n＝1557 
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（３）年代別新規就職者数 

  ア 介護サービス事業所の年代別の新規就職者数の割合を見ると、最も高いのは 

50歳代(26.45%)であり、次いで 20歳代(22.51%)である。 

  イ 障がいサービス事業所の年代別の新規就職者数の割合を見ると、最も高いの 

は 20歳代(45.67%)であり、次いで 50歳代(15.38%)である。 

  ウ 若年層（10歳代から 30歳代）の新規入職者の割合をみると、介護サービス事 

業所者は約 40％、障がいサービス事業所は約 60％である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年代別離職率 

  ア 介護サービス事業所の年代別の離職率を見ると、最も高いのは 20歳(17.58%) 

であり、次いで 70歳以上(14.63%)である。 

イ 介護・障がいサービス事業所ともに、「30歳から 34歳」が全年代に比べて低 

 くなっているのに対し(介護:9.91% 障がい 8.48%)、次の「35歳から 39歳」は 

「30歳から 34歳」に比べて高くなっており(介護:13.08% 障がい 15.41%)、40 

歳代(介護:12.21% 障がい 14.29%)を含めても中堅層の離職が一定数を占めて 

いる。 

                                           

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護サービス事業所 

  

10歳代

0.93%
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40％

障がいサービス事業所 

 

10歳代
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20歳代

45.67%

30歳から

34歳

7.21%

35歳から

39歳

6.25%

40歳代

14.90%

50歳代
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60歳代

6.25%
70歳以上

1.44%

10歳代から

30歳代合計

で全体の約

60％

n＝431 

n＝208 

介護サービス事業所 

 

20歳代

17.58%

30歳か

ら34歳

9.91%

35歳から39歳

13.08%

40歳代

12.21%

50歳代

13.30%

60歳代

8.66%

70歳以上

14.63%

障がいサービス事業所 

 

20歳代

18.68%
30歳か

ら34歳

8.48%

35歳から

39歳

15.41%

40歳代

14.29%

50歳代

17.99%

60歳代

15.90%

70歳以上

9.25%
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（３）新規入職者の居住形態 

ア ３４歳以下 

（ア）居住形態の割合を見ると、介護・障がいサービス事業所ともに最も高いの 

は「本人契約の賃貸住宅」である（介護:27.71% 障がい:48.84%）。 

（イ）介護サービス事業所では、事業者が用意した宿舎等の割合も高い（22.89%）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ３５歳以上 

      介護・障がいともに「本人契約の賃貸住宅」の割合が最も高い（介護:36.64％

障がい:34.25％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護サービス事業所 

 

36.64%

14.04%
16.44%

17.12%

7.19%

4.11%
1.71% 2.74%

障がいサービス事業所 

 

34.25%

8.22%16.44%

21.92%

9.59%

9.59%

介護サービス事業所 

 

27.71%

7.23%

14.46%

3.61%2.41%

19.28%

22.89%

2.41%

障がいサービス事業所 

 

48.84%

0.78%13.95%

7.75%

2.33%

24.81%

1.55%
n＝166 

n＝129 

 

 

 

【グラフ凡例】 

n＝292 
n＝73 
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（３）求人票や求人広告への制度の記載 

  ア 制度を記載している事業者は約２割と少ない。 

  イ 「記載しておらず、今後記載する予定もない」法人（60 法人）に記載してい

ない理由を聞いたところ、「対象となる職員が限られており、全員に適用できな

い（38法人）」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）確保・定着の効果について 

ア 当制度が確保・定着に「つながらない」と思う法人の割合は約10％（確保10.31%、 

定着 11.34%）であり、４割から約５割の法人が確保・定着につながると答えてい 

る。 

    イ 一方、確保・定着ともに約 4割から約 5割は「わからない」と答えている。制 

     度を開始して間もないことで、効果を実感できていないことが要因として推測さ 

     れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人広告・求人票等に家賃支援を利用

できる旨を記載しているか 

 

20.98%

41.96%

37.06%

記載している

記載しておらず、今後も記載する予定もない

記載していないが、今後記載する予定

記載していない理由（複数回答可） 

 

21

38

12

求人していない

対象となる職員が限ら

れており、全員に適用

できないから

制度の申請や職員への

説明など手続きが煩雑

に感じる

※ 介護・障がいサービスを運営する法人の計 

n＝143 
n＝60 

確保につながると思うか 

 

 

つながる

45.36%

つながらない

10.31%

わからない

44.33%

定着につながると思うか 

 

 

定着につ

ながると

思う

48.45%

定着につなが

らないと思う

11.34%

わからない

40.21%

n＝194 n＝194 

※ 以下（３）から（４）は介護・障がいサービス事業所を運営する法人全ての 
回答の合計である。 
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２ その他集計結果 

（１）法人が把握している職員の離職理由（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(２)制度を知っていたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 当アンケートで制度を知った法人は「知らなかった」と回答してもらうよう 

     前置きした。 

介護サービス事業者 

 
19

24

28

38

39

45

45

45

54

その他

介護以外の仕事を希望

家族の介護や育児

本人の病気やけが

業務の困難さ

給与や手当の額

本人のメンタル不調

職場内での人間関係

家庭の事情

障がいサービス事業者 

 
1

4

5

5

6

6

16

22

22

介護以外の仕事を希望

家庭の事情

家族の介護や育児

職場内での人間関係

その他

業務の困難さ

給与や手当の額

本人のメンタル不調

本人の病気やけが

n＝131 

n＝86 

介護サービス事業所を運営する法人 

 

 

知っていた

78.95%

知らなかった

21.05%

障がいサービス事業所を運営する法人 

 

 

知っていた

67.82%

知らなかった

32.18%

n＝194 n＝194 
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 （３）「家賃支援」の制度を利用しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

    

（４）「家賃支援」の制度を利用していない理由(複数回答可) 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護サービス事業所を運営する法人 

 

 

23.81%

4.76%

40.95%

30.48%

障がいサービス事業所を運営する法人 

 
 

28.95%

7.89%36.84%

26.32%

 

28.95%

7.89%36.84%

26.32%

対象者全てについて利用している

対象者の一部について利用している

現在のところ利用していないが、今後申請予定

利用していないし、今後利用する予定もない

n＝194 n＝194 

 

4

4

4

5

32

その他

対象条件がわかりにくい

区からの補助金が入るまでの間、

法人に一時的な金銭負担がある

手続きが複雑なので

申請しない(ためらっている)

対象者がいない

n＝42 

【その他の内容】 

 ・ 都の助成金をもらっている。 

 ・ 年齢制限があり、必要な職員が出た場合には対応できないから 

 ・ 条件の当てはまる一部職員のみなので不公平さが際立つ 

※ 以下（４）～（15）は介護・障がいサービス事業所を運営する法人全ての 
回答の合計である。 



8 
 

 （５）「家賃支援」の制度が職員の確保につながると思う理由(複数回答可) 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）「家賃支援」の制度が職員の確保につながらないと思う理由(複数回答可) 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）「家賃支援」の制度が職員の定着につながると思う理由(複数回答可) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34

37

37

51

53

85

遠方や地域外からでも

応募しやすくなる

他の職種・業界と

比べて魅力が高まる

長く同じ地域・事業所で

働こうという意識につながる

若年層や単身者が

働きやすくなる

福利厚生が充実している

印象を与えられる

家賃負担が軽くなり、

経済的に働きやすくなる

n＝88 

 
1

2

3

3

11

12

家賃支援を受けても生活の

負担軽減にはならないから

求職者にとって制度

の内容が分かりづらい

勤務地選びの

決め手にならない

その他

家賃支援制度の

対象となる人が少ないと思う

家賃よりも給与や

待遇の方が重要だと思う

n＝20 

 

1

32

35

54

71

その他

経済的負担が減り

仕事に集中できる

家賃支援の制度があることで介護職を

「長く続けられる職だ」と感じられる

５年間支援が続くことで

長く働く動機になる

家計の負担が長期的に軽減され、

生活の安定につながる

n＝94 
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（８）「家賃支援」の制度が職員の定着につながらないと思う理由(複数回答可) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）利用対象者・利用対象外の職員からそれぞれ不満の声はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）不満の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

3

3

6

7

8

効果が実感しにくい

職場の人間関係や業務負担など、

別の要因で離職することが多い

家賃支援を受けても生活全体

の安定には結びつかない

家賃よりも給与や賞与などの

処遇改善の方が重要

家賃支援は一時的な支援で、

長期的な安心にはつながらない

制度の利用条件が限られており、

対象者が少ない

n＝22 

 

不満の声

がある

27.27%

不満の声

はない

72.73%

n＝44 

 

1

3

11

その他

（対象者から）金額が十分でない

（対象外職員から）対象者との

不公平感がある

n＝12 

【その他の内容】年齢制限による縛りがある 
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（11）申請に伴う負担はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）負担の内容（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）利用している職員の反応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

50.00%

ない

50.00%

n＝44 

 

3

10

18

その他

区から補助金が入るまでの間、

法人に一時的な金銭負担が大きい

申請書類が多く煩雑

n＝22 

 

好評

75.00%

どちらと

もいえな

い

25.00%

n＝44 

【その他の内容】 
・ 実績報告が第 1四半期、第 2四半期で修正を求められる箇所が変わっている 
・ 決定までの間は支給出来ないため、遡及することもあり、支給管理に神経を使う 
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（14）「家賃支援」の制度開始に伴い、若手職員の採用を強化したなど採用方針に変化 

はあったか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（15）採用方針はどのように変わったか 

 

 

13.51%

16.22%

70.27%

若手職員の採用強化は必要ない、と考えているので変化はなかった

変化があった

若手職員の採用強化は既に進めていたので変化はなかった

n＝44 

 

40.00%

60.00%

若手入職者を多く採用するようになった 全体的に採用人数を増やした

n＝5 


